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全
国
調
査
を
実
施 

 

道
議
団
は
北
海
道
が
実
施
し
て
い
る
医

師
・
看
護
師
等
の
確
保
を
目
的
に
し
た
修

学
資
金
貸
付
金
の
返
還
免
除
を
除
い
て
、

給
付
型
奨
学
金
と
奨
学
金
返
済
支
援
に
つ

い
て
、
46
都
府
県
の
実
施
状
況
を
調
査
し

ま
し
た
（
表
１
）
。 

 

奨
学
金
の
返
済
支
援
は
40
都
府
県
が
取

り
組
み
、
給
付
型
奨
学
金
の
実
施
は
30
都

府
県
に
の
ぼ
っ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
り
ま

し
た
。
い
ず
れ
も
実
施
し
て
い
な
い
道
は

少
数
派
で
す
。
予
算
特
別
委
員
会
で
真
下

道
議
は
、
こ
の
調
査
結
果
を
示
し
、
取
り

組
み
が
遅
れ
て
い
る
道
に
対
し
、
奨
学
金

支
援
の
実
施
を
迫
り
ま
し
た
。 

 

７
月
１
日
、
知
事
総
括
質
疑
で
鈴
木
直

道
知
事
は
「
４
万
４
２
５
５
人
に
対
し
、

３
３
４
億
８
千
万
円
の
奨
学
金
が
貸
与
さ

れ
て
い
る
」
と
し
、
奨
学
金
返
済
と
い
う

多
額
の
借
金
の
影
響
に
つ
い
て
「
多
く
が

奨
学
金
の
返
済
に
不
安
を
感
じ
、
特
に
、

結
婚
や
出
産
、
子
育
て
と
い
っ
た
ラ
イ
フ

ス
テ
ー
ジ
に
お
い
て
返
済
の
影
響
を
感
じ

る
と
の
調
査
結
果
が
出
て
お
り
、
将
来
の

生
活
設
計
に
影
響
を
与
え
る
課
題
と

な
っ
て
い
る
」
と
認
め
ざ
る
を
得
ま
せ

ん
で
し
た
。 

市
町
村
・
企
業
任
せ
の
道 

 

真
下
道
議
は
、
結
婚
相
談
所
の
方
の

発
言
も
紹
介
し
な
が
ら
、
奨
学
金
返
済

が
結
婚
し
た
い
人
た
ち
の
前
に
高
い
壁

と
な
っ
て
立
ち
は
だ
か
っ
て
い
る
現
実

を
示
し
、
「
奨
学
金
返
済
支
援
を
実
施

す
べ
く
、
早
急
に
検
討
を
進
め
る
べ

き
」
と
質
し
ま
し
た
。 

 

し
か
し
知
事
は
「
道
内
で
も
１
２
１

市
町
村
が
、
国
の
制
度
の
活
用
や
企
業

等
と
の
連
携
な
ど
様
々
な
形
で
奨
学
金

の
返
済
支
援
等
を
行
っ
て
お
り
、
若
者

の
定
着
の
推
進
や
地
域
産
業
の
担
い

手
、
専
門
人
材
の
確
保
な
ど
を
目
的
と

し
て
取
組
を
進
め
て
い
る
」
と
答
え
、

市
町
村
や
企
業
任
せ
の
姿
勢
で
す
。 

 

全
国
で
多
く
の
自
治
体
が
実
施
し
て

い
る
施
策
に
背
を
向
け
、
人
口
減
少
を

嘆
く
ば
か
り
で
は
打
開
の
道
は
見
え
て

き
ま
せ
ん
。
知
事
が
道
民
と
意
見
交
換

を
す
る
「
な
お
み
ち
カ
フ
ェ
」
で
も
、

奨
学
金
支
援
を
テ
ー
マ
に
意
見
交
換
を

し
た
こ
と
も
あ
り
ま
せ
ん
。 

 

真
下
道
議
は
、
特
別
交
付
税
の
活
用

の
ほ
か
、
契
約
全
般
の
見
直
し
で
財
源

を
生
み
出
し
、
奨
学
金
支
援
の
実
現
は

可
能
と
主
張
し
ま
し
た
。 

都府県の状況 実施 未実施 

給付型奨学金 30 16 

奨学金返還支援 40 6 

 

土
曜
日
定
例
の
街
頭
報
告
な
ど
で
、
市
民
の
方
々
か
ら
お
話
を
お
聞
き
す
る
中
で

「
奨
学
金
の
借
り
入
れ
は
１
千
万
円
。
返
済
は
５
０
代
ま
で
続
く
」
と
い
う
声
を
聞
き

ま
し
た
。
貸
与
型
の
奨
学
金
は
若
者
の
家
計
を
圧
迫
し
、
将
来
の
選
択
肢
を
狭
め
て
い

ま
す
。
日
本
共
産
党
の
真
下
紀
子
道
議
は
、
奨
学
金
返
済
の
影
響
や
自
治
体
に
よ
る
支

援
実
施
を
第
２
回
定
例
会
の
質
問
テ
ー
マ
に
据
え
、
共
産
党
道
議
団
と
し
て
全
都
府
県

調
査
を
実
施
。
結
果
を
示
し
て
奨
学
金
支
援
実
施
を
知
事
に
強
く
求
め
ま
し
た
。 

（表１） 
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競争により難いものを委託する場合に

道総研に対して業務内容及び道が積

算した予算額を契約額の案として提

示し、協議を行って委託契約をしてい

ると言い訳しましたが、あまりに不自然

です。選定を協議する指名選考委員

会は10分で終了し、指摘はなかっ

た、監査委員からの指摘もなかったと

適正さを強調して答弁しました。 

 しかし、危機管理監は、「契約手続

きにおける透明性、公平性、競争性

及び経済性の一層の確保を図りなが

ら、常に問題意識をもって事務の妥

当性や妥当性や合理性について検

 道は、8月から、乳幼児医療費

等助成事業の所得制限を撤廃する

と表明しました。7月2日の子ども

政策特別委員会の真下道議の質問

に、道が所得制限を続けてきたこ

とで、年間３．８億円を、先行実

施してきた１６２市町村が負担し

てきたことになると答えました。 

 道は「住む地域によって子育て

支援に格差が生まれないよう、８

月から道内一律で所得制限を撤廃

すると決めた」と説明しました。

一方、乳幼児医療等給付事業の対

象を、道の対象より広い「通院・

入院とも高校生まで」としている

市町村は１５９まで増えていま

す。道は「国に一律に実施するよ

う求める」と答えていますが、所

得制限を撤廃した理由と整合が取

れません。 

 市町村が道より対象年齢を広げ

るために要する費用は年間約３５

億円という試算です。まるで道が

市町村の足を引っ張っているよう

です。道が対象を高校生まで広げ

れば、市町村が実施できる事業が

増えることになります。対象年齢

の拡充を、道が決断する時に来て

いると真下道議は指摘しました。 

 ６月30日の予算特別委員会で、原

子力環境センターの２０２１（Ｒ３）～２

０２５（Ｒ７）年度の５年間で、随意契

約63件のうち、予算額に対して契約

額が同額の１００％または99％が27

件、約43％を占めていると道が答え

ました。 

 そのうち、道総研との契約で、水産

研究科業務が５年連続１００％で契

約していました。農業研究科業務は１

０００万円の予算額に対して、１円少

ない９９９万９９９９円で、７年連続契

約していることが真下道議の調査で

明らかとなり、道も認めました。道は、

「自衛隊員の処遇改善及び退職自

衛官の再就職促進に関する意見書」

案が最終日3日に提案され、以下の

理由を述べ反対しました。意見書は、

自衛官の要員不足が深刻なため給

与、住居、福利厚生等処遇のさらな

る改善等によって人材確保・人材定

着に結びつけるよう国に求めていま

す。処遇改善は当然のことです。 

 しかし今、自衛官が定員割れしてい

る理由は、暴力・性暴力などが起き

るハラスメント体質や、安全確保が不

十分な過酷な任務など、人権尊重と

矛盾する環境に原因があります。 

 安保三文書による戦地派遣への不

安などがなく、専守防衛に徹すること

こそ求められています。以上の理由

から反対討論で表明しました。 

討し、その改善・向上に努めていく」と

答えざるを得ませんでした。 


